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1．はじめに
この論文は，社会的な平等と経済成長について，平等であれば経済はより成長するのか，また不
平等であれば経済は成長せず停滞するのかについて論じるものである。特に IT 産業のような先進
的な産業と伝統的な産業の間の賃金の違いが存在するときの，いわゆる不平等が消費者および経済
成長に与える影響についての最適な政策を提示する。
IT 産業は現代では先端的な産業であり技術革新が著しい。私たちが日常的な生活で IT 機器を使
用するのは当然であり，すべての産業において IT 機器を用いて生産活動をおこなっている。した
がって IT 産業は，IT 産業自体の生産活動だけでなく，他の産業にもその技術が派生して，他の産
業ではその技術のもとで生産活動おこなっている。こうした IT 産業のような技術はいわゆる一般
目的資本（Genaral Prupose Technology : GPT）の技術と考えられよう。そうした産業では，その
重要性から労働者の賃金は高い可能性があり，逆に他の産業ではそれほど賃金が高くない可能性が
ある。そこでは賃金が不平等になっていることになる。実際に IT 産業従事者はしばしば所得が高
いことが知られている。こうした所得の不平等は社会全体としては，どのように判断されるのであ
ろうか。ここでは効率性の観点からと経済成長への影響への２点について論じていく。
こうした研究は，Helpman and Trajtenberg（１９９８）および Aghion and Howitt（１９９８）がすでに
おこなっている。彼らの研究は，技術が一般化される時間を明示的に扱っているが本稿では，技術
が一般化される時間は比較的に短いと想定している。したがってむしろ Acemoglu and Guerrieri
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経済成長と社会的平等との関係を明らかにすることがこの論文の目的である。不平等を
賃金の格差として，格差の広がりを不平等の発生と考えている。近年発展している内生的
経済成長のモデルをもとにして，特にイノベーションの発生について，いわゆる GPT を
想定したモデルになっている。したがって２部門で非対称な構造になっている。モデル分
析の結果，不平等が悪化すると経済成長は阻害されることわかった。したがって経済成長
に関してはより平等になることが望ましいことがわかった。
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（２００８）らの資本の深化の分析に近いといえる。こうした多部門モデルの分析は近年ではしばしば
おこなわれおり，Acemoglu（２００９）で紹介されている。本稿はこうした分析の上に，労働市場に
ディストーションが存在し，部門間の賃金格差があるモデルに拡張する。国際貿易の世界では労働
市場にディストーションが存在し，部門間の賃金格差があるモデルはすでに分析されている。しか
しながらそうした分析を成長モデルの枠組みで分析しているケースはなく，本稿の特色はそこにあ
る。
2．モデルの基本構造
われわれのモデルは，中西（２０１２）をもとにしている。IT 資本を製造して販売する IT 産業と，
IT 資本を中間財として利用して最終財を製造して販売する産業の２産業を考えている。IT に代表
される耐久財の技術進歩に大きな影響を受ける。
生産関数は，以下のように想定される。
YN（t）＝BNL１αN（t）
AN
j＝１
 xαNN（t） （１）
YO（t）＝BOL１βN（t）
AOAN
j＝１
（xβNO（t）xβO（t）） （２）
ここで，Y は最終財産出高，N は IT セクター，Oは，伝統産業セクターとして，２部門を考え
ている。Bは，生産性を表すパラメータ，Aは，中間財の数，NN は IT セクターで使用される中
間財の数，NOは，伝統産業セクターで使用される中間財の数である。βまた αは，生産関数のパ
ラメータで，ここでは，コブ・ダグラス生産関数が使用される。
IT セクターの労働者の賃金と伝統産業セクターの労働者の賃金には違いあるとする。IT セクタ
ーの労働者の賃金の方が，伝統産業セクターの労働者の賃金よりも高いとする。現代では IT セク
ターは人気のある産業部門であり，そこでは賃金が比較的高いことが知られている。また伝統的産
業の労働者の賃金は近年では上昇していない。したがって，IT セクターの労働者の賃金と伝統産
業セクターの労働者の賃金は以下のような関係を持つ。
wN＝wO （３）
ここで＞１とする。すると IT セクターと伝統産業セクターの代表的企業の利潤は次のようにな
る。
ΦN（t）＝BNL１αN（t）
AN
j＝１
 xαNN（t）wn（t）LN（t）
ANN
j＝１
 PNN（t）xNN（t） （４）
ΦO（t）＝q０（t）BOL１βN（t）
AOAN
j＝１
（xβNO（t）xβO（t））w０（t）L０（t）
AO
j＝１
 POxO（t）
ANO
j＝１
 PNxNO（t） （５）
Φは，最終財産業の利潤，wは，賃金率，P は，中間財価格。q０は，伝統産業の財の価格。中間
財を生産している企業は，独占企業であって利潤は，以下のように書ける。
ΠN（t）＝PNN（t）xNN（t）xNN（t）PNO（t）xNO（t）q０（t）xNO（t） （６）
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ΠO（t）＝PO（t）xO（t）q０（t）xNO（t） （７）
中間財企業は，研究開発企業から独占的な技術を購入する。中間財を作るには，最終財１単位を
必要とすると想定している。中間財企業は，それぞれ利潤が最大になるように生産量を以下のよう
に決定する。
∂ΠN（t）
∂xNN（t）
＝αLα１N（t）xα１NNPNN（t）＝０ （８）
∂ΠO（t）
∂xO（t）
＝βq０Lβ１O（t）xβ１O（t）PO（t）＝０ （９）
∂ΠO（t）
∂xNO（t）
＝βq０Lβ１O（t）PNO（t）＝０ （１０）
中間財企業が設定する中間財の価格は，最終財産業からの派生需要として与えられる。そこで最
終財産業では，中間財に関して利潤最大化すると以下が得られる。
xO（t）＝β
２
１βLO（t），xNN（t）＝α
２
１αLNN（t），xNO（t）＝β
２
１βLNO（t） （１１）
この中間財価格と，中間財企業の生産物に対する利潤最大化より，以下の価格が決定する。
PO＝
q０
β
，PNN＝１
α
，PNO＝
q０
β
，q０＝β
α
（１２）
本稿では，イノベーションは中間財の数の増加と考えている。そこで中間財の財の数の増加は，
以下のように決定すると考える。
ΔAN＝kNYN，ΔAO＝kOYO （１３）
ここで kiは，パラメータ。したがって，この産業でのイノベーションは，IT 産業のイノベーシ
ョンに依存している。研究開発企業は，中間財産業に販売する価格で，新たなイノベーションを販
売する。その際に最終財の ηに対応するだけの費用がかかる。すると以下のように書ける。
ΩN＝PANΔAN（１sN）ηNkNYN （１４）
ΩN＝PAOΔAO（１sO）qOηOkOYO （１５）
Ωiは，利潤。Siは，研究開発に対する補助金。研究開発産業は，完全競争市場に存在している
ために，ゼロ利潤条件が成立するためいいかが成り立つ。
PAN＝（１sN）ηNkN，PAO＝（１sO）ηOkO （１６）
資産市場では，研究開発の利子率が以下のように決定できる。
rN＝
ΔPAN
PAN
 πNPAN＝rO＝
ΔPAO
PAO
 πOPAO （１７）
裁定条件が有効なため，すべての利子率は均等になる。
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労働市場に関しては，最終財産業は，利潤が最大になるように賃金を決定するので以下が得られ
る。
∂ΠN（t）
∂LN（t）
＝BN（１α）LαN（t）AN（t）xαN（t）wN（t）＝０ （１８）
∂ΠO（t）
∂LO（t）
＝q０（t）（β）βLβ１０（t）（AO（t）xβO（t）AN（t）xβN（t））wO（t）＝０ （１９）
賃金率は，伝統的産業と IT 産業の間には格差が存在しているため以下の条件が得られる。
wN＝wO （２０）
ここで＞０を仮定している。現実に伝統的産業よりも IT 産業の方が賃金率は高い。次に中間財
を生産している企業の利潤は以下のように書き換えられる。
ΠN（t）＝B
１
１α
N

α
α
１αα
２
１α
LN（t）B
１
１β
０

β
β
１ββ
２
１β
qO（t）LO（t） （２１）
ΠO（t）＝B
１
１β
０

β
β
１ββ
２
１β
qO（t）LO（t） （２２）
したがって IT 産業用の中間財を生産している企業の利潤の方が必ず高い。これは IT 産業では，
IT 産業内の投入産出構造で生産活動ができるが，伝統的部門では一般技術である IT 産業の産出物
を必ず投入要素の一部として使用しなくてはならないからである。
次に消費者サイドをみていこう。消費者の異時点間の効用関数は以下のように書ける。
u（t）＝
∞
j＝０
 β ju（cN（tj），cO（tj）） （２３）
ここで uは効用水準，βは割引率で，cNは IT 部門最終財消費量，cOは伝統部門最終財消費量で
ある。予算制約式は以下のように書ける。
A（t１）＝r（t）［A（t）w（t）q０（t）cO（t）cN（t）］ （２４）
Aは資産残高。また効用関数は以下のように特定化する。
u（t）＝
∞
j＝０
 β j


cN（tj）１θ１
１θ 
cO（tj）１θ１
１θ

 （２５）
予算制約のもとで，最大化すると消費に関して以下の条件が得られる。
cO（t１）
cO（t）
＝βr
qO（t）
qO（t１）


（θ）
（２６）
cN（t１）
cN（t）
＝（βr）（θ） （２７）
ここで財市場の均衡条件を考えてみよう。伝統的部門の財に関しては，以下の需要と供給に関す
る均衡条件が得られる。
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cO（t）＝YO（t）AOxO（１sO）ηYOkO （２８）
また同様に IT 部門の財の均衡条件は以下のように，需要と供給が一致する場合である。
cN（t）＝YN（t）AOxOANxN（１sN）ηYNkN （２９）
これらは，以下のように書ける。
cO（t）＝B
１
（１β）
O （AOAN）［（１（１sO）ηOkO）β
２β
１ββ
２
１β］LO （３０）
cN（t）＝B
１
（１α）
N （AN）［（１（１sN）ηNkN）α
２α
１αα
２
１α］LN （３１）
3．モデル分析
技術進歩は，IT 産業と伝統産業の産業間で以下のような比率になる。
B
１
（１α）
N （１α）α
２α
１α
AO（t）＝ １

AN（t） （３２）
B
１
（１β）
O （１β）β
２β
１β

さらに，ζを以下のように定義する。
B
１
（１α）
N （１α）α
２α
１α
ζ＝ （３３）
B
１
（１β）
O （１β）β
２β
１β

したがって，技術進歩の水準がどちらの部門が高いかは，これだけでは判断できない。しかしな
がら，IT 産業で生産性が高いときは，伝統的産業の技術進歩水準の方が高い。伝統的産業の生産
性が高いときは，IT 産業の技術水準の方が高い。
そこで，両部門の労働者数は，以下のように決定する。まず伝統産業部門では，
［B
１
１α
N （α
１α
１αα
２α
１α）（１）ζq０B
１
１β
O （β
１β
１ββ
２β
１β）］L
LO＝ （３４）
B
１
１α
N （α
１α
１αα
２α
１α）ζq０B
１
１β
O （β
１β
１ββ
２β
１β）
ここで，伝統産業部門の雇用者数は，すべて定数と外生変数で表されている。同様に IT 部門の
雇用者数も以下のように書ける。
［ζq０B
１
１β
０ （β
２β
１ββ
２
１β）］L
LN＝ （３５）
B
１
１α
N （α
１α
１αα
２α
１α）ζq０B
１
１β
O （β
１β
１ββ
２β
１β）
ここで，雇用者数の比較を IT 産業と伝統的産業でおこなうと，技術水準が同じ水準なら，分配
率が高く生産性が高い方が雇用者数は多い。また分配率が同じなら，生産性が高い方が雇用者数が
多い。
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ここで，研究開発コストに対する補助金政策の効果をそれぞれの財の消費に与える影響として調
べると以下のように決定する。
∂cO
∂sO
＝B
１
（１β）
O ζANηOkOβ
２β
１β LO＞０ （３６）
∂cO
∂sO
＝B
１
（１α）
N ANηNkNα
２α
１α LO＞０ （３７）
したがって研究開発コストに対する補助金は，補助金の率が上昇すると消費は増加する。また研
究開発コストに対する補助金の経済成長率の対しての影響は，以下のようになる。
∂r
∂sO
＝ πOηO（１s）２η２＞０ （３８）
研究開発コストに対する補助金は必ず経済成長率を高める結果をもたらす。次に部門間の賃金格
差の影響を調べてみよう。
B
１
（１α）
N （１α）α
２α
１α∂LN
∂
＝

B
１
（１β）
O q０（β
１β
１ββ
２β
１β）］２L
B
１
（１β）
O （１β）β
２β
１β

１
＜０ （３９）
（B
１
１α
N （α
１α
１αα
２α
１α）ζq０B
１
１β
O （β
１β
１ββ
２β
１β））２
∂LO
∂
＝＞０ （４０）
よって部門間の賃金の格差が上昇すると，IT 部門の雇用は減少し伝統産業の雇用は増加する。
これは部門間の賃金の格差の上昇は，IT 部門の賃金の上昇と伝統的部門の賃金の低下を意味して
いるからだ。IT 部門では賃金の上昇により労働需要は減少する。また伝統的部門では賃金の低下
により労働需要は増加することになる。国際貿易の静学的な場合と同様の結果である。ここで経済
成長率は，労働者数に依存しているため。この結果より部門間の賃金格差が上昇すると経済成長率
は低下するといえる。したがって不平等は経済成長率を低下させるということである。不平等と経
済成長率との関係はまだ確定していないが，この分析からは，平等な方が好ましいという結果にな
っている。
次に効率性に関する影響を調べてみよう。まず社会的厚生を消費量を尺度として考える。消費量
は（３４），（３５）で与えられているが，これらは，１階の定差方程式で表現されている。そこで初期
値を与えると以下のように解ける。
c（１θ）N （０）
SN＝ （４１）
（１θ）［１（１r）
１θ
θ β
１
θ］
cO（１θ）（０）SO＝ （４２）
（１θ）［１（１r）
１θ
θ β
１
θ］
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また社会全体の消費は，それぞれ合計して以下のようになる。
S＝SNSO （４３）
そこでまず研究開発コストに対する補助金の影響と関しては，以下のようになる。
∂c（１θ）N （０）
∂s c（１θ）N ∂r∂s∂SN
∂s
＝ ＞０ （４４）
［（１θ）（１（１r）
１θ
θ β
１
θ）］２
∂SO
∂s
＞０ （４５）
したがっていずれも社会厚生を上昇させる。次に部門間の賃金の格差の影響に関しては，以下の
ようになる。
∂cN
∂
＝B
１
（１α）
N （AN）［（１（１sN）ηNkN）α
２α
１αα
２
１α］LN
θ
＜０ （４６）
∂cO
∂
＝［B
１
（１β）
O （AN）｛（１（１sO）ηOkO）β
２β
１β｝］LO
よって部門間の賃金の格差の効率性に関する結果はこれだけでは判断できない。しかしながら賃
金の格差がかなり大きいときは，伝統的財の消費を減少させるため社会厚生を低下させる。
4．結び
本稿では，一般的技術進歩を考慮した二部門内生的成長モデルを使用して，賃金格差をもとにす
る不平等に関する分析をおこなった。その結果不平等は，経済成長についても社会厚生に関しても
マイナスの効果を持ち，つまり平等になることがより望ましいという結果えることになった。本稿
では内生的成長モデルを採用したが，通常の最適成長モデルの枠組みの中でも分析することは可能
であり，内生的成長モデルとの比較も可能ななろう。そうした発展により発展途上国への適用や先
進国への適用など幅広い応用ができ，数量的な分析を加えることにより，政策提言も実現できる。
そうしたことが今後の課題であろう。
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